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環境重点課題

環境ビジョン
都市と自然をつなぐ。

ひとと未来をつなぐ。 環境を起点とした

事業機会の拡大

中期経営計画

循環型社会 生物多様性

脱炭素社会

独自性の追求

事業機会の創出

収益の拡大

環
境
課
題
解
決
を

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
に

事業を通じた環境取り組みで

持続的な社会と自社の成長を描く
環境先進企業として環境課題へ包括的に取り組む



独自性の

追求

事業機会

の創出

収益の

拡大

JR東日本との包括的業務提携

（完成予定図）

実績

実績

●再生可能エネルギー事業の拡大

●国内事業会社初となる「RE100」達成

● “環境先進”を体現するフラッグシップ物件の開発

●環境価値提供を起点とした

   企業間パートナーシップ拡大

●再生可能エネルギー事業のノウハウを活かし、

   企業・行政と協業を拡大

● ZEB/ZEH・再生建築などの開発を通じ、

   環境配慮型不動産を社会へ提案

● 「GREEN AGENDA for BRANZ」

で都市の生物多様性保全をつなげる

● BtoBビジネスでは建物の

    環境配慮度が選ばれる一因に

実績



重点課題 1

「脱炭素社会」



１． などが提示している移行計画のガイダンスに沿って作成
国内の不動産業で初

２．脱炭素戦略と事業戦略・財務指標の整合性を示す



793 

565 

838 

1,104 

1,200 

1,500 以上

386

217

351

482

650

750以上

2,076 

1,767 

1,958 

1,716 

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2019 2020 2021 2022 2025 2030 2050

営業利益

当期純利益

CO2排出量

グロス投資予定額：22,000億円 （2021 - 2025年度）

2025年度に向けた具体削減策

・RE100達成

・建物のZEB / ZEH化

・環境認証取得

・社内炭素税（ICP）活用

2030年度に向けた具体削減策

・環境関連ビジネスの強化

   再エネ事業の拡大

    人と環境にやさしいまちづくり

［排出量：千 t-CO2］

（計画）

［利益：億円］

（計画）（計画）
【年度】

Scope1,2
▲50.6％

※1年前倒して
目標達成

Scope3
▲46.2％

ネットゼロ
エミッションの実現



●PPA   実施事業者として地方自治体と連携強化

※

都市においてエネルギーを生み消費する“都市型地産地消モ

デル”を実現

脱炭素化を進める横浜市、相模原市、春日部市と既に連携

●再生可能エネルギー100%で運営するデータセンターを建設

石狩市で 年より事業化を進めていた「石狩再エネデータセン
ター第 号」が着工

石狩市と東急不動産は、「再エネ利用による持続可能なまちづく
りに係る協定書」を締結し、石狩市の脱炭素先行地域及びゼロカ
ーボンシティの実現とまちづくりの継続発展に向けて協業

※

※「Power Purchase Agreement（電力販売契約）」の略



●ZEB/ZEH

グループ全体で新築における早期100%化をめざす

●

木材を活用した開発によるCO2削減と貯蔵

キャンパスヴィレッジ生田では

木造＋RC混構造を採用

2022年3月    新築ビル原則ZEB水準

2023年度  分譲マンション「BRANZ」ZEH標準仕様化

2025年度  自社開発マンションZEH標準仕様化

（東急不動産・東急リバブル）

NOTIA

※

※非住宅の大型保有物件（延床面積10,000㎡以上）を対象。共同事業など一部除く



東急不動産は自社の発電施設を活用し

全ての国内保有施設※1,2の電力を

100%再生可能エネルギーに切り替えました。

国内事業会社初※3となる「RE100」を達成

2050年 ネットゼロエミッションの実現（SBTネットゼロ認定） 

2030年 SBT1.5℃目標の達成 CO2削減46.2% （2019年度比）

ZEB/ZEH水準
※5

87%2025年度 約50% 2030年度 100%

環境認証取得
※6

65%2025年度約70% 2030年度 100%

2023年度経営判断へ活用ICP導入 経営会議で「見える化」導入済

目標 2023年度実績

Scope3※4
▲0.1％

建設時GHG排出量算定マニュアル策定
への参加、建設会社への算定依頼 など

2030年度 ▲46.2%
パートナー（建設会社など）との協働取り組み/

顧客への脱炭素価値提供

▲69.7％達成Scope1,2 2023年度 ▲50.0%

※1. RE100の対象範囲とならない、売却又は取壊し予定案件及びエネルギー管理権限を有しない一部の共同事業案件を除く

※2. RE100が認めるグリーンガスが国内市場に存在しないため、コジェネレーション自家発電による電力を除く
なお、東京ガス株式会社が供給するカーボンニュートラルガスを採用することで、脱炭素を実施

※3  金融機関を除く

※4. 当社のSBT認定における削減目標対象はカテゴリ1・2・11

※5. ZEB/ZEH Oriented相当またはそれを超える建物性能を有する東急不動産の分譲マンション・オフィスなどの施設件数割合（着工ベース）

※6. 非住宅の大型保有物件（延床面積10,000㎡以上）を対象。共同事業など一部除く

今後
の課題



重点課題 2

「循環型社会」



●再生建築手法を用いたバリューアップ

●九段会館テラス（保存建築）（2022年7月竣工）

1934年に創建した旧九段会館の一部を保存復原

し、新築ビルを増築

旧躯体を活かした工事でCO₂を約60t低減したほ

か、瓦2.9tやタイル10.9tなど、仕上げ材の再利

用により省資源化・廃棄物を削減

株式会社再生建築研究所と共に、再生建築の手法

を用いた施設として、既存建物を解体することな

く、建物を適正化する過程で環境性能の向上や執

務環境の改善など、時代に即した機能の更新を行

い、バリューアップ

COERU 渋谷イースト
（左は工事前、右は工事後イメージ）



全国の事業地において、地域共生取り組みを推進

各施設では、地域の資産・資源である既存施設の

利活用や、環境配慮型建築を通じ、「人・モノ・

コトが育つ」 場所を生み出すことをめざす

●地域課題解決･活性化に

向けた拠点「TENOHA」

●“風”という資産を活かす 北海道松前町での地域共生

北海道松前町とまちづくり･教育支援･風力発電と

漁業の共存などに関する協定を締結

2024年5月にTENOHA松前を開設

地域課題解決や地域との共生に取り組む

リエネ松前風力発電所 風力発電により

地元のお祭りに電力供給

TENOHA東松山 TENOHA松前



TENOHA棟

全国の再生可能エネルギー事業 広域渋谷圏のまちづくり事業

「地方」と「都市」双方の強みを連携させ、環境課題に取り組む

電力供給という
一方向の取組み
だけでなく

双方向の連携を実現



フォレストゲート代官山
東急プラザほか

残渣肥料を活用
し農作物に

一流パティシエによる高品位スイーツ
消費者を巻き込んだ取り組みへ

両社による取次連携
再生可能エネルギーでの施設運営

食品
廃棄物

Jバイオ横浜工場

発酵から生まれた
電力を還元

発 電

食品廃棄物のダブルリサイクルループ



●環境について学ぶ

渋谷区立猿楽小学校と地域の子ど

もたちと、「再エネ」と「サステ

ナ」について学ぶ環境教育プログ

ラムを開催

●日本初の公式リユースセレクトPOPUP

テーマに共感した企業が、TENOHA

代官山でイベントを開催。

ニューバランス、プーマ、パラブー

ツなど世界を代表とするシューズブ

ランドの日本初の公式リースセレク

トPOPUP



重点課題 3

「生物多様性」



業界初 国内でも先駆けて開示 広域渋谷圏・東急リゾートタウン蓼科を対象に分析

TNFD

開示提言
TNFD開示推奨項目（主な内容） これまでの開示内容（当社におけるTNFD開示）

ガバナンス ガバナンス体制 ガバナンス体制、人権方針、ステークホルダーエンゲージメント

戦略

⚫ 自然関連の依存・インパクト

/リスク・機会

⚫ 事業・戦略・財務計画に与える影響

⚫ シナリオを考慮した戦略のレジリエンス

⚫ 組織における優先地域

⚫ 当社グループ全体の自然関連の依存・インパクトの概観

⚫ 当社直接操業拠点における優先地域

⚫ 以下の優先地域に焦点を当てた、自然関連の依存・インパクトおよ

びリスク・機会

①「広域渋谷圏」

② リゾート施設等13地域を代表する「東急リゾートタウン蓼科」

⚫ 他事業含め、想定される自然関連リスク・機会

リスク・

 インパクト

管理

⚫ 自然関連の依存・インパクト・リスク・機会を特

定・評価・管理するプロセスと、取られた行動

⚫ 上記の全社リスク管理プロセスへの統合

⚫ 影響を受けるステークホルダーの関与

⚫ 当社グループが自然関連の依存・インパクトおよびリスク・機会を

特定・評価・管理するプロセスと、全社リスク管理との関係

測定指標

 ・ターゲット

自然関連の依存・インパクト、リスク・機会を評

価・管理する指標や目標、パフォーマンス
⚫ 当社グループの自然関連課題に関する指標と目標



開発開始以降の森林面積が、現在は最も回復した水準
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戦後木材需要期 施設建設集中 別荘等の建設集中 森林を保全しながらの事業成長



適切な森林管理により、生物多様性の保全を継続
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生物種数の変化（カラマツ林において）

※平均生物種数：カラマツ林を30m四方のグリッド（枠）で分割し、各グリッド内に含まれる生物種数をデータ分析したのち、全グリッドで単純平均を算出したもの

森林管理により
生物種数低下を抑制

出典）（株）シンク・ネイチャー

森林管理を行う場合 （パターン１）

森林管理を行わない場合（パターン２）

（種）

（年）2023



マン ション計画時から連携協力し、「竣工後 10 年間の植栽管理計画」を策定

これまでの植栽管理の知見を活かして緑の未来の姿を想定し、最も美しくその地に根付くよう

生育させるとともに、生態系バランスに配慮した管理により土中の微生物や虫や鳥など多様な

生き物が集う美しい「景観」の創出を目指す

●「GREEN AGENDA for BRANZ」 導入開始



経営方針確立/イニシアチブ賛同 各種認証取得/対外評価の獲得

●マテリアリティ・環境重点課題を整理

●SBT1.5℃目標認定

●TCFD移行計画策定

●CDP気候変動Aリスト(3年連続)

●事業会社初のRE100正式認定(TLC)

●日経GX500 6位(2023)、14位(2024)

①対外的に高い評価を獲得

②強みを更に尖らせ、象徴的な取組みを実現

再エネの強みを活用 緑化・生物多様性課題への取組み

●再エネ100%データセンター事業

●リバブル国内全拠点の再エネ化

●再エネを通じた環境教育

●業界初のTNFDレポート公表

●石勝のグリーンインフラメニュー

●企業広告で “いきもの”との関わりをPR

脱炭素社会

循環型社会 生物多様性

・環境先進企業としてのブランディングで
ポジション確立

・経営方針を体現する、エッジの効いた
フラッグシップ事業・取組み実現





当社グループで取り組む地域社会への貢献

●コミュニティの持続を可能とする住まいを目指す

ブランズシティ本郷台では、
共用施設を3棟に分けて配置し、
中庭広場は開放も可能とし、
地域の活動を柔軟に行える場
を用意
さらに町内会や地域活動団体
とも連携し、地域との交流を
生み出す仕掛けづくりを行い、
1棟目の竣工以降3年間で計23
回、延べ2,000人のお客様にご
参加いただき、コミュニティ
活動の立ち上げに寄与

●渋谷区の地域防災力の向上へ

ブランズタワー大船では、
管理・運営だけにとどまら
ず、「地域コミュニティと
の交流機会の創出」および
「区分所有者・入居者等の
コミュニティ形成」を目的
としたエリアマネジメント
業務を受託
多様性が生まれ、持続的な
住・商一体のコミュニティ
形成活動を促す

東急不動産は、「災害に強い渋谷のまちづくり」を
目指す渋谷区の明るい未来に向け、より一層貢献し
ていきたいとの思いで「渋谷区地域防災に関する包
括連携協定」を2023年に締結
災害用ドローンの導入・活用に向けた官民合同プロ
ジェクトを進め、渋谷防災キャラバンにおいて、ド
ローンを防災に活用する防災啓蒙企画を合同出展



●東急コミュニティー

●東急住宅リース

全国各地へと広がる地域社会との共生の輪

・生活再建の迅速化に向けた官民連携

地震発生時に罹災証明書を交
付するための調査で、情報連
携し被災者の生活再建迅速化
を図る

北海道北広島市と協定締結

建物調査におけるノウハウ
の共有に加え、独自の建物
調査結果を渋谷区で活用す
る具体的な手法検討や住家
被害認定調査の迅速化に向
けた連携手法を検討

渋谷区と共同研究協定締結

・大規模賃貸住宅におけるコミュニティ形成サポート

東雲キャナルコート を
年より賃貸管理・運営

敷地内に「東雲センター」を
設置し、入居者や周辺地域の
方々が参画するフリーマー
ケットや夏まつりなどのイベ
ント企画・運営も担う

●学生情報センター

・学生とともにまちの未来をつくる

京都市と「大学のまち京
都・学生のまち京都にお
ける学生生活充実に関す
る連携協定」を締結。
市が抱える課題の解決策
を学生とともに考える｢学
生とつくるまちの未来プ
ロジェクト｣を始動

敷地内でフリーマーケット
を開催

協力企業 TOWA（株）への

学生インタビューの様子
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⚫

⚫

⚫

⚫

⚫

⚫
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⚫



※1 東急不動産株式会社 ※2 主要5社合計（東急不動産株式会社・東急リバブル株式会社・株式会社東急コミュニティー・東急住宅リース株式会社・株式会社学生情報センター）

価値を
創造する
人づくり

健康経営の推進

多様性と
一体感のある
組織づくり

働きがいと
働きやすさの

向上

柔軟な働き方の
⽀援

グループ理念の
浸透

アウトカム目標2023年度実績(対前年)
※2023年度または2024.4実績

人財KPI施策人財戦略

DX人財の育成
②ITパスポート取得率（※1）

③デジタル活用によるビジネス件数

環境経営に
基づく人財育成

④サステナブル・アクション・アワード
⑤事業を通じた環境取り組み件数

イノベーティブな
組織風⼟の醸成

⑪社内ベンチャー制度「STEP」事業化件数
⑫外部知見の獲得とグループ内ノウハウ共有

⼥性の活躍推進

多様な人財の
活躍推進

⑨キャリア採用者管理職比率（※2）

⑩DE&Iの理解深化（Eラーニング受講率）

（※2）

ワークエンゲージ
メントの向上

⑱従業員エンゲージメント・サーベイの
実施および改善取組み（※1）

2030年
価値を創造し

続ける
企業グループ

挑戦する
DNA

社会に
向き合う
使命感

⑥新卒⼥性採用比率（※2）

⑦⼥性管理職比率（※2）

⑧⼥性管理職候補比率（※2）

①グループ各社執行役員の長期ビジョンの
「自分ゴト化」度（グループ連携の実践度）

⑬健康診断受診率（※2）

⑭ストレスチェック受検率（※2）

⑮男性育児休暇取得率（※2）

⑯テレワーク制度規程整備率（※2）

⑰フレックス勤務（またはスライド勤務）制度規程
整備率（※2）

84%(+13)

58件(+45) 、累計101件
100%［2030年度］

累計100件以上［2030年度］

181件(+58)、累計304件
34件(+20)、累計70件

応募60件/年、累計300件
［2025年度］

累計100件以上［2030年度］

事業化4件(+1)、応募49件(-6)、
累計302件
11回(+3)、累計119回

事業化1件/年［2025年度］

開催4回/年［2025年度］

39%(-7)

9%(+1)

18%(+0)

50%［2030年4月］

20%以上［2030年4月］

20%以上［2030年4月］

92%（+4）
［計138名対象］

90%［2025年度］

100%(+0)

93%(+0)

89%(+24)

100%［2030年度］

100%［2030年度］

100%［2030年度］

100%(+0)
100%(+0)

100%［2030年度］

100%［2030年度］

エンゲージメント・
レーティングAA(前年同)

エンゲージメント・
レーティングAA
［2030年度］

54%(+8)

96%(+10)

50%［2030年4月］

100%［2030年度］

















社長の太田から方針・戦略を説明

理念浸透座談会（役員1人・管理職5名の少人数実施）

MVC勉強会（情報の最有効活用について）









人権およびサステナブル調達デュー・ディリジェンスの実施フロー











環境経営

人的資本

経営

・環境先進企業としてのブランディングでポジション確立
・経営方針を体現する、エッジの効いたフラッグシップ事業・取組み実現
・今後も、あらゆるステークホルダーを巻き込んで、価値の発信と消費喚起

脱炭素社会

循環型社会 生物多様性

・事業活動の下⽀えとなるKPIについては概ね達成
・グループ各社における人財戦略も奏功し、業績拡大にも寄与
・今後、事業戦略とより連動した人財育成や組織・企業風⼟へのアプローチを推進
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